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交通事故分析における救命可能人数下限の推定とイベントツリーの改良   
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1．はじめに   

イベントツリー手法を道路交通事故のマクロ  

な分析に応用し、うまく全体を把握できる表現  

が可能であるか、また有用な情報を引き出せ  

るか検討している川。   

交通事故死者数としては、啓察庁の資料  

に見られる事故後30日以内の死者数を用い  
ている。我が国の30日以内死者数は年間約  

1万人であり、そのうち自動車乗車中の場合  
が約40％を占めている【2ゴ。   

今回は、自動車乗車中の事故につき、全  

国を且3政令指定都市、首都高などを含む高  
速道路、その他という切り口で展望した。また  

その結果から、救命可能人数のいわば下限と  

もいうべき数値を推定した。   

死者数が多いのは、大都市でも高速道路  

でもなく、その他の地方、あるいは一般道蕗に  

おいてであり、全体の∂剖以上を占めている。  

この事英が対策を困難なものとしている。  

2．イベントツリー園と骨の定盤化  

2．1 イベン匪の選択  
率故後の犠牲者のたどる時間経過（シ  

ーケンス）をツリー図に表現し、6 つのイベント  

Ⅰ，A，迅，の，…，Eを既報印且』の200（）年秋など）  

と同じに殻定した。  
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、名古屋市、京都市、大阪市、神  

市、北九州市、博多市の13都市t  
速道路は資料【4】に見られる東．名  

中央、関越などの高速道路に首都  楓  、阪  

神高速を加えた38の道路である。   
イベントⅠ，A，迅の数値は、年毎のばらつきを  

押さえるため、且995－97年の3年間の平均を  
与えた。即死割合の推定上の仮定とその方  

法は既報と同じである。分岐割合C，の，Eにつ  
いてはそれぞれ既報と同様、皿995 年の実デ  
ータをよく再現する固定値を用いている。   

全国についてのイベントツリー図は既報  

（肛1』の2000年歌など）に示した。皿3政令指  
定都市の合計についてのイベントツリー図を図  

且に示す。高速道路については本稿では省略  

する。  
3．イベントツリーによる推計緒果と救命可能  
人数   

実データとイベントツリーによる推計値との  

比敏一を衷1に示す。ただし、シートベルト着用  

時と非着用時のケースを合算してある。  

衰 且 全国、政令指定都市、高速道路の自動車  

乗客中軍故死者数推計佳の英データとの比牧、  
1995・97年平均  

本解析による即死者数の推定が十分妥当  

であれば、実データのほうが推計値より下回っ  

ている場合、全国の1995－97年平均で即死を  

免れた重傷者数が後になって死亡するケース  

が1995年の場合よりも、実際には少なか？た  
ことになる。   

政令指定都市の場合、差がプラス側に大  

きいが、これは大都市では救急医療体制が整  

備されていることを反映しているのであろう。高  

速道路でマイナス側に大きいのは、事故時の  

クラッシュの軽度が大きいこともあろうが、救急  

搬送の時間がかかっているためかもしれない。   

逆に、高速道路や地方で、ドクターヘリ搬  

送の運用などにより政令指定都市レベルの搬  

死亡  4．が疋◆q  
合計1別   

図1自助車乗車中事故死イベントツリー図  

（13政令指定都市1995・97年平均）   

2．2 シーケンスの定塩化   

全国のデータは賢料【3』に見られる。政令  

指定都市は資料【4』として入手できた札幌市、  
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送時間が整っていたとすると、表1で高速道  
路と地方につき♪＋15％となる死者数はそれぞ  
れ約267、3973であり、結果として約190の減  
少がさらに期待できたこ■とになる。他の自動二  

輪、歩行者も考えると、政令指定都市では助  
かるべき人は助かったとし、地方でさらに約  

210救命できたとすると、全体では約400の減  
少がさらに可能であったことになる。ただし、高  

速道路での自動二輪などは無視した。   

なお、救急医療自体の全国的な、さらなる  

高品質化を想定すると、救命可能人数として  

約660から1100という数値が得られている［5］。  

これらの値を可能な上限とすれば、本稿で得  

られた値はこれらの値を下回っていて、約 400  
という救命可能人数は救急医療の現状のレ  

ベルを想定した場合の下限とみて矛盾しな  

い。  

4．イベントツリーの改良   

図1のイベントツリーは事故後を記述したも  

のであり、事故のもととなった原因については  

表現できていない。この点を改良し、事故前の  

状況も扱えるようにする必要がある。（事故前  

の様相の記述の一つについては【6］でも議論  
しているが試みの段階である）。   

そのために、例として、死亡事故に結びつ  

いた法令違反項目と、件数の各年での割合  

を見てみる（表2）。ただし、本データは全国の、  

しかも自動車だけでなく、自動二輪、原付、自  

転車などを含めたものである。とはいえ、政令  

指定都市や高速道路での事故件数は割合と  

して多くなく、また自動車が一番多く事故を起  

こしているので、全体を見るには十分であろう。   

表 2 全国での原因が車両等にあった死亡事故  

件数1995・97年と平均【7】  

車両等とは自動二輪、原付、自転車などを含み、全  

死亡事故件数の約由％を起こしている．  

死亡とは24時間以内死。  

実を規則としてイベントツリーに反映できるかも  

知れない。表1に挙げたような違反項目を OR  
で結べば、そのままイベントツリーになる可能性  

がある（もちろん細かく見れば、安全運転義務  

違反件数は絶対数として減少していないのか  

も知れないが）。   

ただし、これら違反項目は恐らくは重い違  

反の方を記録したものであり、実際には違反  

項目は複数が該当し、さらには相互に依存し  

ているはずであり、また取締りの立∴場からの立  

件上の分類であるといえ、必ずしも交通安全  

の立場からの原因の分類であるとはいい難  

い。   

しかも、報告されている件数（表1では各年  
での割合に換算したうは絶対数であり、実際に  

は交通量や道路巾、構成車種、交差点数、  

信号機数など多くの因子に依存するはずであ  

るので、このままでは相互・に“地域”別に比較  

できない。   

やはり何か、簡単でしかも全体を見失わな  

い指標を作成することが必要である。   

5．まとめ   

本稿では自動車乗車中の事■故につき、  

“地域”として全国を政令指定都市と高速道  
路、」その他という切り口で眺めた。   

その結果として、政令指定都市レベルの救  

急医療体制が全国で実現したと想定した場  

合の、交通事故死者数の内の救命可能数を  

概算した。さらに、救急医療の質を向上した場  

合に可能な上限の救命可能数と比較した。  

最後に、‘‘地域”を相互に比較し、“地域”  

に特徴的な事故の原因を調べるのに必要な  

本手法の改良の方向について述べた。表1を  
更に細分して地域別になど、それぞれの特徴  

を明らかにし、・死者数低減の手立てを具体的  

に評価しようとする場合、また救急救命の手の  

届かない即死の分析を試みる場合、事故を原  
因別に調べてみなければならない。  
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死亡事故発生件数割合   

死亡事故件数の多い法令違   1995  1996  1997  平均   
反項目  l   l   l   l   

信号無視  5．3   5．1   5．6   5．3   

通行区分違反  4．8   4．6   3．9   4．5   

最高速度違反  20．4  19．0   18．7   19．4   

一時不停止  5．3   5．3   5．5   5．3  

操作不適   7．4   7．8   8．1   7．7  

漫然運転   10．2   10．2   10．5  10．3   

義務違反  脇見運転   12．0  12．8   12．1   12．3  

安全不確認   5．8   6．6   7．2   8．5  

その他（3項日計）   6．3   6．9   7．6   6．9   

その他（23項日計）  2Z5  21．5  20．7  21．6   

計 ％  1（氾．0  1（X）．0  100．0  100．0   

計件数  9638  89丁2  8丁60  9123   

計経年変化割合l  1∝I．0  93．1   餅）．9  鋸．7  

これらからは、事故件数の経年変化に比べ  

それぞれの違反項目が各年で占める割合に  

あまり大きな変化がないことが分かる。この事  
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